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 ■記者会見 

共同事業体各社の代表取締役社長がそろって記者会見を実施（令和 2年 10月 2 日）。各

種マスメディアにとりあげられ、費用対効果の高い事業周知となった。 

 

■取材協力 

全国一番目の事業開始であったことから、全国版のＴＶ番組からの取材オファーが多く

あった。共同事業体にて取材協力し全国ニュースで取り上げられたことで事業周知に貢献

することができた。 

 

＊参考資料：カ［周知業務歴］ 
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（１２）飲食店への各種情報発信・ツール送付

■各種情報発信

前述の(10)に記載の通り実施。

加えて、細やかに専用サイトのお知らせにて情報発信を行った。

■ツール送付

取扱店登録後に、下記の各種ツールを送付。

複雑に事業変更が行われる中、消費者と飲食店間のトラブルや換金申込もれが発生し

ないよう確実に情報を伝えるためツール現物をお届けするという手法をとった。ツー

ル送付の都度、ツールが届かない事態(閉店していて宛先に店舗が存在しない、移転)

が発生したが、その際は店舗の営業状況を確認し状況把握に努めた。 

▼送付用封筒 ▼換金申込書付き換金専用封筒



28 

 

▼ステッカー 

 

 

▼マニュアル 

 

 

▼食事券見本 
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事業変更時には、その変更内容に応じて案内書や各種ツールを送付。 

  ▼案内書 

 

 

 利用期限と最終回の換金受付期限を迎える前には、はがきを送付した。 

▼通達はがき 
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（１３）不正防止対策

下記の通り対象に応じて不正防止対策を講じた。 

適切な不正防止対策を行ったことにより、不正は発生しなかった。 

■対象：消費者

・買占めや転売、偽造などの不正については、食事券へ偽造防止策を施すことで防止。ま

た、購入制限（おひとり 1回 2冊まで、など）を設けて販売。

・情報発信時に、転売や不正利用を行わないよう注意喚起。

■対象：取扱店舗

・飲食店による自己取引や架空取引、虚偽報告に関する対策は、注意喚起と不正発覚時の

ペナルティ設定により抑止。

この旨を取扱店登録条件におりこみ確実に目にするようにした。

・飲食店による加盟店要件の偽装や実態のない店舗の加盟に対する対策は、登録時に要件

に合致しているかどうかのチェック項目を用意することで抑止。

■対象：受託者内部

・専用書式を使用かつ証拠書類を添付したうえで精算処理・報告するルールを設けること

により防止し、透明性の高い運営を行った。
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（１４）Web サイト 

新潟県 GoToEatキャンペーン食事券事業専用の Web サイトを構築、適宜メンテナンスを

行い細やかな情報発信に努めた。サイトの構成は下記の通り。 

■サイト構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■各ページ概要 

【トップページ】 

  基本情報に加えて、度々行った事業変更内容が伝わるよう情報追加。 

 食事券第 2弾発行時に、第 1弾と第 2弾の情報を分けて発信できるようメンテナンス。 

突発的な情報発信を行う必要があることから、ポップアップやスクロール追従ボタンを

実装し重要情報を発信した。 
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▼事業変更内容や混乱を防ぐために、こまやかにお知らせ記事を掲載 
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【新潟県で飲食店を営むみなさまへ】 

食事券取扱店登録方法や販売促進データを掲載。 




